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３ 消防体制

組織

（１）県内の消防組織

平成２３年４月１日現在の県下の消防組織は、一部事

務組合及び広域連合の３常備消防機関と各市町村に

おける非常備消防機関（消防団）により構成されてい

る。

＜常備消防（消防局・署）＞

鳥 取 中 部 ふ るさ と 広 域 連 合 広 域 連 合 長

消 防 局 長 次 長 総 務 課

警 防 課

予 防 課

指 令 課

倉 吉 消 防 署

西 倉 吉 消 防 署

羽 合 消 防 署

東 伯 消 防 署

鳥 取 県 西 部 広 域 行 政 管 理 組 合 管 理 者

消 防 局 長 次 長 総 務 課

予 防 課

警 防 課

指 令 課

米 子 消 防 署

皆 生 出 張 所

南 部 出 張 所

伯 耆 出 張 所

境 港 消 防 署

弓 浜 出 張 所

大 山 消 防 署

中 山 出 張 所

江 府 消 防 署

生 山 出 張 所

（２）県の体制

＜県危機管理局の組織（H23.７.1 現在）＞

危機管理政策課 企画担当

― 津波・豪雪・広域防災

知事 対策担当

総務担当

危機管理局長 危機対策・情報課 危機管理担当

－ 原子力防災担当

－ 災害情報センター

－ 訓練担当

－ 情報システム管理担当

消防防災課 地域防災力担当

－ 消防保安担当

－ 消防防災航空センター

消防学校

＜県危機管理局の変遷＞

平成11年7月 防災専門職の防災監が設置された。

平成12年4月 消防防災課が消防課と防災危機管理

室に分かれた。

平成13年4月 防災危機管理室が防災危機管理課と

名称を改めた。

防災監及び両課が知事直属の組織と

なった。

平成20年4月 チーム制を導入し、防災チーム・危機

管理チーム・消防チームの３チーム体

制となった。

消防防災航空室が消防チームの所管

となり、消防防災航空センターと名称

を改めた。

平成23年4月 チーム制を廃止し、防災課、危機管理

課、消防防災課の３課体制となった。

平成23年7月 危機管理体制の強化を図るため、防

災局を危機管理局とし、危機管理政策

課、危機対策情報課、消防防災課の３

課体制とした。

危機管理局内、災害情報センターを置

いた。

鳥取県東部広域行政管理組合管理者

消防局長 次長 消防総務課

警防課

予防課

鳥取消防署
東町出張所

吉方出張所

国府分遣所

湖山消防署

岩美消防署

八頭消防署

用瀬出張所

若桜出張所

智頭出張所

気高消防署

青谷出張所

情報指令課

県合計

消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

3 13 13 761

鳥取県東部広域行政管理組合消防局 (S53.5.1 設立)

消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

1 5 7 304

鳥取中部ふるさと広域連合消防局 (H10.4.1 設立)

消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

1 4 0 146

鳥取県西部広域行政管理組合消防局 (S51.5.1 設立)

消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

1 4 6 311
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消防局・署の出動状況

平成２２年の県内の消防局・署の出動回数は３３，６３０

回であり、前年に比べて２，５２８回（８．１％）の増加となっ

た。

消防局・署における出動延べ人員の６１．５％を救急が占

めており、救急が現在の消防局・署の最も大きな業務とな

っている。

その他、消防局・署の業務には、火災への出動、広報・

指導、演習訓練、警防調査、予防査察などがある。

＜消防局・署の出動状況（延べ人数の割合）＞

火災
3.4%

救急
61.5%

警防
調査
7.9%

予防
査察
4.2%

救助
活動
3.6%

その他
10.8%

広報・
指導
5.8%

演習
訓練
2.8%

消防局・署の人員

平成２３年４月１日現在の県内各消防局・署の消防吏員

数は７６１名である。

平均年齢は４１．９歳で、５０歳以上の吏員の割合は４１．

９％である。今後、多数の吏員の退職が見込まれるため、

消防学校における教育訓練の充実や各消防局において採

用の前倒し、採用の平準化の取り組みが行われている。

消防団の出動状況

平成２２年の消防団の出動回数は１，８３４回であり、前

年より３２６回（１７．８％）増加した。

消防団の出動で最も多いのは演習訓練であり、過去５年

間をみても出動回数の３～５割を演習訓練が占めている。

消防団の出動回数推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

(回)

出動回数合計 うち演習訓練

消防団の人員

平成２３年４月１日現在の県内の消防団員数は５，１６８

人で、前年より２６名（０．５％）減少した。

平均年齢は４１．９歳で、年代別にみると３５歳以上４０

歳未満（１８．０％）が最も多い。

そのうち女性消防団員は近年、多くの市町村が採用をし

ていますが、昨年より２名減って、１３１名（県内消防団員

数の２．５％）となった。

＜消防団員数の推移＞

5,130

5,140

5,150

5,160

5,170

5,180

5,190

5,200

5,210

5,220

5,230

5,240

平成１8年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

消
防
団

員
数

（
人

）
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20

40
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80

100

120

140

160

180

200

女
性

（
人

）

消防団員数 うち女性
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３－１ 消防局・署の出動状況（回数）
（平成22.1.1～平成22.12.31）

計 火災
風水害等
の災害

演習
訓練

救急
救助
活動

広報・
指導

警防
調査

火災原
因調査

特別
警戒

捜索
予防
査察

誤報等 その他

東部広域行政
管理組合消防局

14,178 105 2 703 8,698 107 1,307 1,228 49 204 0 581 11 1,183

中部ふるさと
広域連合消防局

6,717 63 0 93 4,286 76 569 39 80 201 0 1,274 36 0

西部広域行政
管理組合消防局

12,735 100 0 33 8,975 155 731 1,089 76 57 1 746 9 763

計 33,630 268 2 829 21,959 338 2,607 2,356 205 462 1 2,601 56 1,946

３－２ 消防局・署の出動状況（延べ人数）
（平成22.1.1～平成22.12.31）

計 火災
風水害等
の災害

演習
訓練

救急
救助
活動

広報・
指導

警防
調査

火災原
因調査

特別
警戒

捜索
予防
査察

誤報等 その他

東部広域行政
管理組合消防局

45,908 1,684 8 2,487 26,721 972 3,395 4,102 168 646 0 1,452 209 4,064

中部ふるさと
広域連合消防局

19,938 668 0 323 12,961 974 1,226 116 276 537 0 2,698 159 0

西部広域行政
管理組合消防局

43,954 1,280 0 267 26,925 1,986 1,631 4,323 494 209 9 1,865 28 4,937

計 109,800 3,632 8 3,077 66,607 3,932 6,252 8,541 938 1,392 9 6,015 396 9,001
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６ 防災体制

防災危機管理対策

災害に強い人づくり、まちづくり、体制づくりに向けて、防災意識の普及啓発、防災訓練の実施、大規模災

害に備えた初動体制の充実強化、市町村防災体制の整備支援などを行い、防災危機管理対策を推進して

いる。また、関係機関との連携及び地域防災計画に基づいた総合的な防災体制の充実、強化に取り組ん

でいる。

【課 題】 【施策の方向】 【主な内容】

…… 防災意識の普及啓発対策（危機管理局）

…… 地域防災力の向上対策（危機管理局）

…… 総合的な防災対策（危機管理局）

…… 総合防災訓練の実施（危機管理局）

…… 地震津波防災対策（危機管理局）

…… 初動体制の強化対策（危機管理局）

…… 防災情報の収集・伝達対策（危機管理局）

…… 孤立集落対策（危機管理局）

…… 消防防災ヘリコプターの活用（危機管理局）

…… 携帯電話の不感地区解消対策（企画部）

…… 防災関係機関情報交換会の開催（危機管理局）

…… 災害時の自衛隊等の受援計画（危機管理局）

…… 応援協定の締結（危機管理局）

…… 市町村の災害応急対策活動の支援（危機管理局）

…… 県と市町村の連携した備蓄体制の整備（危機管理局）

…… 島根原子力発電所に関する防災対策（危機管理局）

…… 人形峠環境技術センターに関する防災対策（危機管理局）

…… 被災者生活再建支援制度（生活環境部）

…… 国民保護協議会（危機管理局）

…… 国民保護計画、避難マニュアルの実効性確保

（危機管理局）

…… 国民保護の普及啓発、基盤整備（危機管理局）

…… 国民保護訓練、ＮＢＣＲ対応訓練（危機管理局）

…… 市町村国民保護体制整備支援（危機管理局）

地域防災力

の強化

防災体制の

強化

防災情報の

収集・伝達

防災関係機

関 との 連 携

強化

市町村防災

体制の整備

支援

原子力防災

対策

速 やかな災

害 被 害 から

の復旧

有 事 に おけ

る国民保護

災
害
に
強
い
人
づ
く
り

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

災
害
に
強
い
体
制
づ
く
り
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２４時間待機体制の整備  

 災害及び事故等といった不測事態に、より迅速かつ的確に対

応し、適切な初動対応体制を確保するため、平成１５年度から

２４時間待機体制を構築した。 

 

項  目 内容 

待機場所 防災待機室 

待機職員の構成 ２名(課長級職員＋非常勤職員) 

業務内容 ・気象予警報、地震津波情報の伝達 

・国、市町村等からの情報収集、伝達 

・災害対策本部の立ち上げ作業等 

・住民や報道への電話対応 

 

自主防災組織の活性化  
自主防災組織は、自治会等を単位として結成される防災組

織である。同時多発的に発生する大規模災害時には、消防機

関による常備消防だけでは対応できないため、「自分たちの地

域は自分たちで守る。」という取組が、被害を最小限に抑える

有効な手段となる。 

 県内の組織率（平成２３年４月１日現在）は６７．７％で、組織

率は増加の傾向にあるが、今後も一層の組織率の向上と活発

な活動の促進を図っていく必要がある。 

 平成２２年は、他の模範とすべき取組を広め自主防災組織の

充実強化や地域防災力の向上を図ることを目的として、「鳥取

県自主防災組織等知事表彰」（平成１７年度から実施）を行い、

県内６団体の功労を称えた。                                      

                                       

 

職員災害応援隊  
 大地震等の大規模又は重大な災害の発生時に市町村等が

行う災害応急対策活動には、大量の人員が必要であることか

ら、県職員の迅速な応援派遣と現地の状況に応じた的確な初

動活動を図るために、あらかじめ応援出動可能な県職員を登

録・組織化しておく「鳥取県職員災害応援隊」の制度を設け、平

成１５年７月から運用している。 

 

 

１ 概要 

（１）構成 

・応援隊は県職員の希望者で構成され、登録制とする。 

・応援隊は１隊概ね５名で編成し、それぞれに隊長を置く。 

 

（２）活動内容 

応援隊は、市町村等の行う次の災害応急対策への応援

活動（作業の補助）を行う。 

・被災者の救出 

・障害物の除去（瓦礫の撤去等）  

・屋根のシート張り 

・その他必要な活動（物資輸送、避難所の運営支援等） 

 

２ 応援の実施 

（１）応援の実施の決定は、市町村長からの要請等に基づき、

知事が行う。 

（２）応援隊は、一隊となって派遣先の市町村長等の指揮下に

入り、隊長の監督の下で応援活動を行う。 

（３）応援の期間は概ね１週間以内とし、業務内容等により期間

の変更又は隊員の交代を行う。  

 

３ 訓練実績 

○ 職員災害応援隊訓練 

① 訓練内容：座学、基本訓練(規律、ロープ結索訓練等)、

実動訓練（仮設トイレ組立て、ブルーシート拡張） 

実施日：８月９日～１１日 

○  とっとり防災フェスタ２０１０ 

訓練内容：ボランティア 

実施日：１０月１７日 

○  徳島県総合防災訓練 

訓練内容：屋根のシート張り 

実施日：９月１日 

４ 派遣実績 

 ○ なし
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原子力防災対策  
人形峠環境技術センターと島根原子力発電所について、国

の原子力安全委員会が定める「防災対策を重点的に充実すべ

き地域の範囲（ＥＰＺ）」を有する地域等を対象に、平成１３年度

に定めた県地域防災計画を修正するとともに、原子力防災対

策のための環境放射線モニタリングの実施や防護資機材等整

備等を行った。 

 
防災訓練  
 平成２２年度に市町村が行った防災訓練の実施状況は、２９  

回である。（未実施２団体） 

 迅速かつ的確な初動体制の確保を図るため、すべての市町

村が訓練を実施し、防災対策の検証、防災マニュアルの作成、

見直しを行っていくことが必要である。 

18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

５４ ５１ ４８ ５０ ２９ 

 

  

防災研修会の開催  

１ 地域防災活動指導者養成事業 

 自主防災組織の指導的立場にある者を対象とし、高度の知

識と技能を習得させるとともに、その役割についての自覚を向

上させ、地域防災を推進できる人材を育成する目的で研修会を

開催した。 

 【実施概要】 

・場 所 県内３カ所（東部・中部・西部） 

・開催日 １１月～２月に、各会場で３日間ずつ開催 

・受講者 １８４人（内、修了者 ９９人） 

（内、防災士資格取得者 １３人） 

 

２ 防災教材の活用等に関する防災指導者向け研修 

 地域で自主防災組織が実施する研修会の充実化を図り、各

研修会での防災教材の有効活用を促進するため、県内自主防

災組織の構成員を対象に研修を実施した。 

【実施概要】 

・場  所  鳥取県立倉吉未来中心 

 

・開 催 日  １月１３日（木） 

・参加者数  約７０人 

 

 

鳥取県西部地震展示交流センターの運営 

西部地震の被災体験から得た教訓を後世に継承していくこと

を目的に、平成１８年１０月に日野町に設置した「鳥取県西部地

震展示交流センター」において、西部地震に関する資料等の展

示を行うとともに、西部地震周年フォーラム、防災研修開催等

の普及啓発事業を実施した。(日野ボランティアネットワークに

業務委託)  

１ 「鳥取県西部地震展示交流センター」の事業 

■展示等 

県西部 復興写真・パネル、映像資料（「平成１２年鳥取県西

部地震の記録」など）、地震記録データ（鳥取県の活断層の資

料など）の展示等 

■研修・座談会などの企画・運営 

■視察受け入れ 

２ 西部地震から１０年フォーラム １ 

主催 鳥取県、関西学院大学災害復興制度研究所 

共催 日本災害復興学会、日野町 

日時 １０月５日(火)  

場所 日野町文化センターホール 

日野町山村開発センター 

プログラム 

○防災学習取組発表 

鳥取短期大学 浅井秀子 准教授 他４名 

「地域の特性を活かした防災教育の取組」  

○公開車座座談会・討論会 

「育てよう・災害からコミュニティを守る『地域力』」 

 

２ 西部地震から１０年フォーラム ２ 

主催 鳥取県、財団法人自治総合センター 

共催 関西学院大学災害復興制度研究所 日本災害復興学

会 

日時 １０月６日(水)  

場所 米子市文化ホール 
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プログラム 

○相聞対論 

・「鳥取県西部地震の教訓とこれからの地震対策について」 

 講師：平井伸治 （鳥取県知事） 

・「中山間地域の地震対策を考える」 

 講師：室﨑益輝 （日本災害復興学会会長） 

○防災教育及び公開車座座談会・討論会報告 

 報告者 山中茂樹  （関西学院大学教授） 

○パネルディスカッション 

 「中山間地におけるこれからの防災対策～震災の経験を

活かす～」 

・パネラー 

 泉田裕彦 （新潟県知事） 

 稲垣文彦 （中越復興市民会議代表） 

 松田曜子 （レスキューストックヤード事務局長） 

 平井伸治 （鳥取県知事） 

・コーディネーター 

 室﨑益輝 （日本災害復興学会長） 

国民保護訓練  

 緊急対処事態等における対処能力の向上及び関係機関相

互の連携強化を図るため、三朝町では、町と消防団とが共同

実動訓練を実施し、住民避難誘導等の動きを確認した。 

 また、鳥取市が県等と共同して、テログループの立てこもりを

想定した住民避難等の訓練を、平成 23 年 1 月 31 日に実施予

定であったが、大雪警報発令のため中止となった。 

  

日時 場所 内容 
参加団体数

／参加人数

平成 22 年

10 月24 日 
三朝町 

三朝町・三朝町消防団

国民保護実動訓練 

3 団体 

約60 名 

 

防災行政無線  

鳥取県は災害対策基本法、水防法、消防組織法、災害救助法、

気象業務法、武力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律等の諸法令に基づき鳥取県域における防災、応

急救助、災害復旧に関する業務を円滑に遂行することを主目的

として防災行政用無線局を設置している。 

なお、防災行政無線の他に国との連絡を行うための消防防災

用無線局、水防道路用無線局、緊急連絡用無線回線（中央防災

無線）がある。 

 

防災行政用無線局施設の概要 

○地上系 

・固定通信系 ・・・ 県庁、総合事務所を主体とした主要な地方

機関及び防災関係機関を結ぶ固定地点間

の無線通信系 

区 分 局 数 

統 制 局  １ 

支 部 局  ５ 

中 継 局 １１ 

端 末 局 １９ 

 

・移動通信系 ・・・ 県内の主要地ほぼ全域を通信範囲とした

車載型、携帯型の無線局による無線通信

系 

区 分 局 数 

基 地 局  ８ 

携帯基地局  ８ 

陸上移動局 ６２ 

携 帯 局 ５５ 

  

○衛星系 

県庁、総合事務所、消防防災航空センター、市町村、消防

局及び陸上自衛隊に地球局を設置しており、これら相互及び

消防庁、全国の自治体・消防本部等を結ぶ無線通信系 

区 分 局 数 

統 制 局  １ 

支 部 局  ５ 

端 末 局 ２４ 

可 搬 局  １ 

   

 

 

ヘリコプターテレビ電送システム 

 災害が発生した場合に、ヘリコプターで撮影した映像により、

被災状況を災害対策本部等で把握し、災害対策を迅速・的確に

行うものである。 

平成２２年度運用実績 

実 施 日 内 容

平成２２年 ４月 ６日 林 野 火 災 状 況 調 査

平成２２年 ４月 ９日 ヘ リ テ レ 伝 送 訓 練

平成２２年 ９月 １日 ヘ リ テ レ 伝 送 訓 練

平成２２年１１月 ２日 ヘ リ テ レ 伝 送 訓 練
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平成２２年１１月２４日 ヘ リ テ レ 夜 間 飛 行 訓 練

平成２３年 １月 １日 豪雪に伴う道路状況調査

 

震度情報ネットワークシステム 

大規模地震発生直後の被害状況把握までの空白時間におけ

る、防災関係機関の迅速な初動活動実施及び広域応援体制の

早期確立を図るため、各市町村に震度計を設置し、震度情報を

市町村、県、消防庁で共有するためのネットワークである。 

システムでは、県が設置した震度計に一部気象庁及び防災科

研のものを加え、合計３９箇所（合併前の全市町村）の震度情報

を収集している。これらの震度情報は、オンライン回線で気象庁

に送信され、震度発表される。 

 

震度計の台数 

※防災科研：独立行政法人防災科学技術研究所 

 
 

 県 
気象

庁 

防災

科研 
計 

震度情報ネットワーク 

システム(県)で収集 
３４ ２ ３ ３９ 

気象庁震度発表対象 ３４ ６ ６ ４６ 
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６－１ 自主防災組織の現況
（平成23.4.1現在）

区分

市町村名

鳥取市 75,996 787 73,876 97.21%

米子市 63,189 152 14,927 23.62%

倉吉市 20,597 133 12,841 62.34%

境港市 14,781 24 5,837 39.49%

岩美町 4,382 9 3,867 88.25%

八頭町 5,939 129 5,573 93.84%

智頭町 2,757 48 1,590 57.67%

若桜町 1,436 15 617 42.97%

湯梨浜町 5,942 57 5,580 93.91%

三朝町 2,639 52 2,179 82.57%

北栄町 5,194 63 5,091 98.02%

琴浦町 6,395 165 6,326 98.92%

南部町 3,849 53 2,818 73.21%

伯耆町 3,773 69 2,825 74.87%

日吉津村 1,051 6 1,028 97.81%

大山町 5,795 134 5,027 86.75%

日南町 2,264 35 2,264 100.00%

日野町 1,490 52 1,490 100.00%

江府町 1,137 40 1,094 96.22%

鳥取県全体
（合計・平均）

228,606 2,023 154,850 67.74%

（注）組織率は、組織されている地域の世帯数を管内世帯数で除したものである。

組織されている
地域の世帯数

組織率管内世帯数 組織数
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６－２ 平成22年度災害対策啓発事業の実施状況

区分

県及び市町村名

鳥取県 2 4 10 3

鳥取市 6 12

米子市 3

倉吉市 1

境港市

岩美町 5

若桜町 1 1

智頭町

八頭町

三朝町

湯梨浜町 1 5

琴浦町

北栄町 1

日吉津村 1

大山町

南部町 1 1 1

伯耆町 1 1 1

日南町 2 4

日野町 1

江府町 2

冊子
映画資料
（ビデオ
等）

その他広報誌 講演会 新聞
ラジオ
テレビ
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６－３ 平成22年度市町村別防災訓練実施状況

区分

市町村名 風水害 地震 大火災 林野火災 その他 実動訓練 図上訓練
通信訓練
その他

鳥取市 2 1 1 0 0 0 2 0 0

米子市 1 0 1 0 0 0 1 0 0

倉吉市 1 0 0 1 0 0 1 0 0

境港市 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩美町 2 0 2 0 0 0 1 0 1

若桜町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

智頭町 2 1 0 1 0 0 2 0 0

八頭町 2 0 2 0 0 0 1 0 1

三朝町 3 1 1 0 0 1 2 1 0

湯梨浜町 3 1 1 1 0 0 3 0 0

琴浦町 1 0 1 0 0 0 1 0 0

北栄町 2 0 2 0 0 0 1 0 1

日吉津村 2 0 2 0 0 0 1 0 1

大山町 1 1 0 0 0 0 1 0 0

南部町 1 0 1 0 0 0 0 1 0

伯耆町 1 0 1 0 0 0 1 0 0

日南町 2 0 2 0 0 0 1 0 1

日野町 2 1 1 0 0 0 1 0 1

江府町 1 0 1 0 0 0 1 0 0

合計 29 6 19 3 0 1 21 2 6

訓練回数
訓練の目的（回数） 訓練の形態（回数）
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６－４ 市町村地域防災計画の修正状況

（平成23.4.1現在）

市町村名 策定年度 最新修正 市町村名 策定年度 最新修正

鳥 取 市 S39 H18 北栄町 H19 －

米 子 市 H18 H18 琴浦町 H20 －

倉 吉 市 S42 H18 日吉津村 S49 H7

境 港 市 S45 H21 大 山 町 H19 －

岩 美 町 S44 H10 南部町 H20 H21

若 桜 町 S45 H8 伯耆町 H18 －

智 頭 町 S42 H7 日 南 町 S46 －

八 頭 町 H20 － 日 野 町 S45 H10

三 朝 町 S43 H20 江 府 町 S45 H16

湯梨浜町 H18 －

※新設合併は新設後、編入合併は編入先の策定年を記載
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６－５ 鳥取県防災行政無線等の施設

（１）鳥取県防災行政用無線施設（平成２３．７．１現在）

ア 地上系無線局（固定系及び移動系）

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

統 制 局 鳥取県庁 １ 固定局 １

支 部 局 総合事務所 ５ 固定局 ５

固定局 １１

中 継 局 無人中継局 １１ 基地局 ８

携帯基地局 ８

端 末 局
県出先機関 ５ 固定局 ２

陸上移動局 ３

防災関係機関 １４ 陸上移動局 １４

車載局 ６１ 陸上移動局 ６１

移 動 局 携帯局 ５５ 携帯局 ５５

（固定通信系）

県施設 １３８ 固定局 １９

防災関係機関 １４ （移動通信系）

合 計 基地局 ８

携帯基地局 ８

陸上移動局 ７８

携帯局 ５５

イ 衛星系無線局

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

統 制 局 鳥取県庁 １ 地球局 １

支 部 局 総合事務所 ５ ＶＳＡＴ地球局 ５

県出先機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １

端 末 局 市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 １９

消防機関 ３ ＶＳＡＴ地球局 ３

防災関係機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １

可 搬 局 可搬局 １ 地球局 １

（固定通信系）

県施設 ８ 地球局 １

合 計 市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 ２９

消防機関 ３ （移動通信系）

防災関係機関 １ 地球局 １

151



（２）その他の防災用無線施設（平成２３．７．１現在）

ア 無線局数

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

消防防災用（無線局） 鳥取県庁 １ 固定局 １

水防道路用（無線局） 鳥取県庁 １ 固定局 １

（注）中央防災無線は、水防道路用無線局の回線を利用している。

イ 消防防災用無線

鳥 危機管理局長

取 危機管理政策課

総務省消防庁 県 消防防災課

各都道府県 危機対策・情報課

ウ 水防道路用無線

県土整備部長

鳥 県土整備部次長

国土交通省無線 国土交通省 県土総務課

ネットワーク 鳥取河川国道事務所 取 技術企画課

道路企画課

県 道路建設課

河川課

治山砂防課

空港港湾課

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で国土交通省無線ネットワークに編入している。

エ 中央防災無線（緊急連絡用無線回線）

鳥 知事

中央防災無線 危機管理局長

ネットワーク 水防道路用無線回線 取 危機管理政策課

を利用 消防防災課

県 危機対策・情報課

福祉保健課

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で中央防災無線ネットワークに編入している。
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城 山

三 朝

中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所
古 峠 山

日 野 総 合
事 務 所

賀 祥 ダ ム

西 部 総 合
事 務 所

孝 霊 山 第二鉢伏山

中 部 総 合
事 務 所

鉢 伏 山

向山熊ケ山
東上 大平山

７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ６.５ＧＨｚ ６.５ＧＨｚ ６.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ７.５ＧＨｚ

霊 石 山
中 継 所

事 務 所
東 部 総 合

空 山
中 継 所

７.５ＧＨｚ

八 頭 総 合
事 務 所

７.５ＧＨｚ １２ＧＨｚ

郡家

鳥 取 県 庁

７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ

八坂山

日 赤 病 院

有線

中 継 所 中 継 所

若 桜

厚 生 病 院

金 峯 山

中 継 所

１２３

東 郷  ダ ム
管　 理　 所

大 学 病 院

有線

西部福祉保健

市町村（１９）

航 空 セ ン タ ー

消 防 局 （ ３ ）

陸上自衛隊米子

マイクロ多重回線

反射板

背面中継空中線

有線回線

60MHz帯単一回線

150MHz帯単一回線

全県移動系基地局の設置場所

ヘリＴＶ端末設備の設置場所（有線）

衛星可搬局

衛星地球局（端末局）

衛星地球局（支部局）

（県庁統制局）

衛星地球局

ヘリＴＶ受信基地局の設置場所

管理事務所

朝 鍋 ダ ム

通信衛星（スーパーバードＢ）

鳥 取 県 防 災 行 政 無 線 通 信 系 統 図

テレメーター中継設備の設置場所

ヘリＴＶ端末設備の設置場所

ｍｃＡccess回線

境海上保安部

山 陰 放 送

米子(美保)空港

山陰中央テレビ

Ｆ Ｍ 山 陰

中 海 テ レ ビ

鳥取中央有線

鳥取県消防学校 鳥 取 空 港

鳥 取 港 湾

鳥 取 気 象 台

日本海テレビ

Ｎ Ｈ Ｋ 鳥 取

中電鳥取支店

ネットワーク
日本海ケーブル

鳥取テレトピア

県トラック協会

有線 ｍｃＡccess

７.５ＧＨｚ

鳥取情報ハイウェイ

Ｂ フ レ ッ ツ 網

ｍｃＡccess
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（平成23.4.1.現在）
【移動制御器】

種 別 通話可能範囲 備 考
移動制御器危機対策・情報課情報システム管理担当 鳥取県全域

〃 危機対策・情報課 〃
〃 〃
〃 〃
〃 〃
〃 東部総合事務所県土整備局 鳥取市、岩美郡
〃 八頭総合事務所県土整備局 鳥取市、八頭郡
〃 中部総合事務所県土整備局 倉吉市、東伯郡
〃 西部総合事務所県土整備局 米子市、境港市、西伯郡
〃 日野総合事務所県土整備局 西伯郡、日野郡

【陸上移動局、携帯局】
種 別 主な移動範囲 備 考

防災鳥取 １ 陸上移動局危機対策・情報課情報システム管理担当 鳥取県全域
２、８８ 〃 〃

防災鳥取 ４ 〃 河川課 〃
防災鳥取 ９０、１００ 〃 技術企画課 〃
防災鳥取 ８９ 〃 道路企画課 〃
防災鳥取 ９２ 〃 治山砂防課 〃
防災鳥取 ９３ 〃 空港港湾課 〃
防災鳥取 １９ 携 帯 局 水産課 (漁業取締船はやぶさ) 鳥取県沿岸
防災鳥取 ３ 陸上移動局危機対策・情報課（無線車） 鳥取県全域

２０、３４ 〃 危機対策・情報課情報システム管理担当 〃
２１ 〃 米子市

防災鳥取 ５～１０、３５、３６、 携 帯 局 〃 鳥取県全域
３９、４０、４１ 〃 〃 〃
３７、３８、９９ 〃 〃 〃 防災相互波併有

防災鳥取 ５２ 〃 〃 （自衛隊鳥取地方協力本部） 自衛隊鳥取地方協力本部
５３、５４ 〃 〃 （陸上自衛隊米子駐屯地） 陸上自衛隊米子駐屯地
５５、５６ 〃 〃 （海上自衛隊舞鶴地方総監部） 鳥取県沿岸
５７、５８ 〃 〃 （航空自衛隊美保基地） 航空自衛隊美保基地

防災鳥取 １１、１６、２２、２３、 陸上移動局東部総合事務所県土整備局 鳥取市、岩美郡
５９～６５ 〃 〃 〃

防災鳥取 ４２、４３ 携 帯 局 〃 〃
９４ 〃 〃 〃 防災相互波併有

防災鳥取 １２、２４、２５、 陸上移動局八頭総合事務所県土整備局 八頭郡
６６～６９ 〃 〃 〃

防災鳥取 ４４、４５ 携 帯 局 〃 〃
９５ 〃 〃 〃 防災相互波併有

防災鳥取 １３、２６、２７ 陸上移動局中部総合事務所県土整備局 倉吉市、東伯郡
７０～７６ 〃 〃 〃

防災鳥取 ４６、４７ 携 帯 局 〃 〃
９６ 〃 〃 〃 防災相互波併有

防災鳥取 １７、２８、２９ 陸上移動局西部総合事務所県土整備局 米子市、境港市、西伯郡
３２、７７～８３ 〃 〃 〃

防災鳥取 ４８、４９ 携 帯 局 〃 〃
９７ 〃 〃 〃 防災相互波併有

防災鳥取 １４、１５、３０、３１、 陸上移動局日野総合事務所県土整備局 日野郡
８４～８７、９１ 〃 〃 〃

防災鳥取 ５０、５１ 携 帯 局 〃 〃
９８ 〃 〃 〃 防災相互波併有

防災鳥取 航空隊１ 〃 消防防災航空センター 鳥取県全域

防災鳥取 航空隊２～１４ 〃 〃 〃
防災相互波併有
12～14は防災相
互波専用

防災鳥取 ヘリ１ 〃 〃 〃
防災鳥取 東郷ダム１、東郷ダム２ 陸上移動局中部総合事務所県土整備局 東郷ダム周辺
防災鳥取 朝鍋ダム１、朝鍋ダム２ 陸上移動局西部総合事務所県土整備局 朝鍋ダム周辺

６－７ 鳥取県防災行政用移動系無線局配備状況

呼 出 名 称 設 置 課 所
防災鳥取県庁
防災鳥取県庁危機対策・情報課
防災鳥取県庁技術企画課 技術企画課
防災鳥取県庁河川課 河川課
防災鳥取県庁道路企画課 道路企画課
防災東部総合
防災八頭総合

消防学校

所 管 課 所

防災中部総合
防災西部総合
防災日野総合

呼 出 名 称
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（平成23.4.1現在）

市町村名
震度観測点名称
（震度発表名称）

管 理 者
県震度情報ＮＷ
システムで監視

備 考

鳥取市吉方 気 象 庁
鳥取市吉成 防災科研 ○
鳥取市国府町町屋 県 ○
鳥取市福部町細川 県 ○
鳥取市河原町渡一木 県 ○
鳥取市用瀬町用瀬 県 ○
鳥取市佐治町加瀬木 県 ○
鳥取市気高町浜村 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野小学校 防災科研
鳥取市青谷町青谷 県 ○
米子市博労町 気 象 庁
米子市東町 防災科研 ○
米子市淀江町 県 ○
倉吉市岩倉長峯 気 象 庁
倉吉市葵町 防災科研 ○
倉吉市関金町大鳥居 県 ○
境港市東本町 気 象 庁
境港市上道町 県 ○

岩美町 岩美町浦富 気 象 庁 ○
若桜町 鳥取若桜町若桜 県 ○
智頭町 智頭町智頭 気 象 庁 ○

八頭町郡家 県 ○
八頭町船岡 県 ○
八頭町北山 県 ○

三朝町 三朝町大瀬 県 ○
北条町 北栄町土下 県 ○
大栄町 北栄町由良宿 県 ○

湯梨浜町久留 県 ○
湯梨浜町泊 県 ○
湯梨浜町龍島 県 ○
琴浦町徳万 県 ○
琴浦町赤碕 県 ○
琴浦町赤碕中学校 防災科研

日吉津村 日吉津村日吉津 県 ○
大山町国信 県 ○
大山町御来屋 県 ○
大山町赤坂 県 ○
鳥取南部町法勝寺 県 ○
鳥取南部町天萬 県 ○
伯耆町吉長 県 ○
伯耆町溝口 県 ○
日南町霞 県 ○
日南町生山 防災科研

日野町 鳥取日野町根雨 県 ○
江府町 江府町江尾 県 ○

県 ３４ ３４
気 象 庁 ６ ２
防災科研 ６ ３
全 体 ４６ ３９

注 (1)気象庁の震度発表対象となっている観測点について記載
(2)防災科研：独立行政法人 防災科学技術研究所

６－８ 震度観測点一覧

鳥取市

米子市

倉吉市

境港市

八頭町

湯梨浜町

琴浦町

合 計

大山町

南部町

伯耆町

日南町
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